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１．研究背景と目的 

アジアの開発途上国では，急速な経済発展に伴い，社会基盤や

法制度が十分に整備されぬまま都市圏への人口集中が進んだ結果，

都市郊外部に都市農村混在地域が拡がっている。これらの地域で

は，都市的土地利用は様々な形態の民有空地を内在しながら拡大

していることが知られている 1)2)。 

これらアジア開発途上国では，貧困層の食糧問題は深刻な課題

であり 3)，都市農業の振興が期待されている。同時に，都市部で

の廃棄物の急増も深刻な環境問題となっており 3)4)，特に有機性廃

棄物の低減は廃棄物処理負荷減少にむけた大きな課題である 5) 。

こうした有機性廃棄物を資源として位置づけ，住宅地で発生する

有機性廃棄物から堆肥を生成し，それを利用して近隣の空地で農

作物生産を行うことで，有機性廃棄物の排出削減と都市農業振興

の両者が推進される可能性がある 6)。 

これまでの研究により,堆肥の受入可能重量より，空地の農的利

用による有機性廃棄物の循環利用が可能であることが指摘されて

いる 7)。また，空地を活用した農作物生産量と地域における野菜

消費量の推定により，一定地域は農作物需給バランスが成立する

ポテンシャルを有することも示されてきた 8)。しかし，これらの

研究はあくまでも，重量についての把握にとどまる。作付けする

品目によって必要とされる窒素量は異なっており，生ゴミから生

成される堆肥の供給過剰，あるいは，不足が生じる可能性もある。 

そこで，本研究では，地域住民の消費により排出される有機性

廃棄物とそれにより生産される堆肥の利用について，物量ではな

く，窒素を媒介とした需給バランスの観点から，定量的に把握す

る。それにより，環境負荷軽減にむけた循環システムの構築の可

能性と実現に向けた方向性について検討することを目的とした。 

 

２．研究方法 

（１）研究対象地 

研究対象地として，フィリピン・マニラ首都圏のケソン市を選

択した（図－１）。フィリピンでは共和国法RA9003（2001 年 1
月)により，市や町などの地方自治体は，リサイクルや有機性廃棄

物の堆肥化の推進により，最終処分量の25％減量，埋め立て以外

の最終処分場の閉鎖も踏まえた廃棄物管理計画（Solid Waste 
Management Plan：以下SWMP）を策定することが定められて

いる。ケソン市は，マニラ首都圏において最初に SWMP を策定

するなど，有機性廃棄物利用を先進的に行っており 7），循環シス

テムの構築の可能性と，実現に向けた方向性の検討という研究目

的の達成において適した事例地区と考えられる。 

フィリピンの地方行政の最上位単位は，province（州）とregion
（地方）であり，その中に city（市）が存在し，市はさらに，フ

ィリピンの最小行政単位である barangay（以下，バランガイ）

に分割される。バランガイは，地方自治法に規定されたフィリピ

ンの最小行政単位であり，行政権，司法権，立法権を保有してい

るほか，上述したRA9003 （2001年1月）では，バランガイに

おいて，リサイクルや堆肥化を行う施設（Material Recovery 
Facility:以下 MRF）を設置し，堆肥化等を推進するよう定めら

れている。 

こうしたバランガイ内には「サブディビジョン(subdivision）」
9）と呼ばれる開発単位が存在する。サブディビジョン開発地域で

は，地権者により構成される住宅所有組合（Home Owners 
Association：以下，HOA）によって，道路等の共有部分の整備・

管理が行われているほか，日常生活のルール等が決められている。

空地の利用に積極的なHOA は複数あり，空地の農的利用を推進

する取り組みを行うサブディビジョンも実際に存在している。ま

た，住宅地に存在する空地の性質は，各HOA の指針に合致して

おり，HOA による取り組みの影響が大きいとの報告もある 10）。

これらのことからサブディビジョンは，空地利用の観点から見た

場合，地域における最小コミュニティ単位と想定される。 

サブディビジョン外には，土地改革により社会住宅として整備

された住宅密集地や，不法占拠者が居住するコンクリートブロッ
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クを積み上げ，トタンをふいた不良住宅が密集する地域が多くみ

られる。 

（２）地域内循環の可能性を検討する空間単位 

地域内循環を検討する上では，運送にかかる負荷等を考慮する

と，出来るだけ小単位で地域循環を構築させていくことが望まし

いが, 生ゴミの回収や堆肥の生成には，一定の組織的対応が求め

られる。また有機性廃棄物由来の堆肥を農業利用する上では質の

信頼性の確保は重要な要素となる。配布回収や組織的対応，質の

管理の観点からは最小コミュニティ単位であるサブディビジョン

が望ましいと考えられる。 

一方で，堆肥生成装置の導入などの設備投資には高額な費用が

必要であり，補助金などの助成制度の適用有無も重要な要素と想

定される。現在の政策では，最小行政単位であるバランガイを対

象として助成金の支給や設備の導入が行われており，設備投資の

観点からは最小行政単位であるバランガイが現実的とも考えられ

る。 

そこで，本研究では各サブディビジョン内での需給バランス，

および，バランガイごとにサブディビジョンが連携した場合の，

需給バランスについて，現状ならびに将来ポテンシャルについて

検証を行うこととした。なお，当然のことながら，サブディビジ

ョン外にも居住地や空地は存在する。しかし前述したように，生

ゴミの回収や堆肥の配布に加え，堆肥の質の管理の面からも住民

側の一定の組織的対応が必要と考えられる。そこで本研究では，

実現可能性の観点から，このサブディビジョン内だけを対象にし

た場合について検証することとした。 

（３）調査方法 

図－2 に示した流れでコンポストの需給バランスの解析を行っ

た。需要と供給の関係についての解析には，コンポスト成分中の

窒素含有量と農地における窒素の受入可能量を基準として年単位

で検討した。 

１）有機性廃棄物由来の窒素供給可能量の推定 

人口あたりの生ゴミ由来の堆肥生産量は，古谷ら 7）による，ケ

ソン市ホーリースピリット・バランガイにおける調査の値を参考

に，人口一人あたりの年間生ゴミ回収量を 10.6Kg，生ゴミ 1kg
から作られる堆肥製造量を0.84kgとして算定した。 

サブディビジョン内における人口は，1)バランガイごとに建物

件数を把握し，人口データから，建物一軒あたりの人口をバラン

ガイ別に算定，2)サブディビジョン内に位置する建物件数の算定
11），3)サブディビジョン内の建物件数と建物一軒あたりの人口か

ら，サブディビジョン内の人口の割戻し，の手順で推計した 12）。

データについては，人口は 2000 年のケソン市人口統計を使用し

た。そのほかについては，National Mapping and Resource 
Information Authority (NAMRIA)により2003年に作成された，

建物データ（ベクタ），サブディビジョン境界（ベクタ），バラン

ガイ境界（ベクタ）の各データを使用した。以上を ArcGIS10.0
にて解析した。 

堆肥の窒素含有率は，2008年3月26日，4月1日の両日に作

成された堆肥から4サンプルを採取し，成分分析をDepartment 
of AgricultureのThe Bureau of Soils and Water Management 
(BSWM)に依頼して求めた。 

２）空地の菜園利用による窒素需要ポテンシャルの推定 

菜園利用されていると想定される空地の抽出にあたっては，

Haraら 8）にて作成された土地被覆データを使用した。データの作

成基準と方法については，上記の先行研究で述べられているので，

ここではそれを要約し，簡潔に述べる。 

2010年2月に撮影されたオルソ幾何補正済みのWorld View-2
マルチスペクトル画像を使用し，Nearest Neighbor法によるオブ

ジェクトベース画像分類を行った。これらの作業にはeCognition 
Developer 8.0 (Definiens社，ドイツ)を使用した。最終的に土地

被覆は，1）都市的土地利用，2）裸地，3)疎らな草地，4)密な草

地，5)樹林地，５カテゴリに分類された。これらのうち，疎らな

草地を，菜園として利用されている可能性が高い土地としてとら

え算定した。さらに密な草地を，積極的に農地利用を行った場合

に菜園として利用が期待できる土地としてとらえ，将来ポテンシ

ャルの算定に使用した 13）。 

空地において生産が想定される作物として，表－1 に示す8 種

図－1 研究調査対象地域 

図－2 需給バランスの解析フロー 

空地菜園側の受入可能量 堆肥生産による窒素供給可能量

２）窒素需要ポテンシャルの推定

堆肥年間生産量(t/年)

・人口(人)
・一人あたり年間生ゴミ回収量(kg/年・人)
・生ゴミ1kgから生産される堆肥重量(kg)

堆肥窒素含有率(%)

作物別作付面積(ha)

作物別推奨窒素施肥量（t/ha）

・空地の抽出（ha）
・作付け作物種の選定
・作物別作付面積割合（%）

サブディビジョン･バランガイを単位とした
需給バランスの現状・将来ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの解析

１）窒素供給可能量の推定

¯
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を選択した。これらは，Hara ら 8）の野菜直販所調査において，

販売が確認された，対象地域内で生産されている作物（以下，地

場野菜と呼ぶ）である。調査期間を通じて販売された地場野菜の

個数の8割以上を，これら8種でしめていた。空地における各地

場野菜の作付面積の割合は，この直販所において販売された量を

参考に設定した（表－1）。 

作物ごとの窒素施肥量は文献値 14)から割り出した。これらを同

じく表－1に整理する。なお，本研究による１ha あたりの堆肥重

量は24.8t/年であり，利用重量を参考に算定した古谷ら 7）の33.3t/
年（0.6haあたり年間20t）の約3/4であった。 

 

３．結果と考察 

（１）現状の推計 

分析の結果を図－3a，表－2に示す。 

需給比が 1.0 を超えている場合は受入が供給を上回っているこ

とになり，生産される堆肥以上に受入可能性があるという結果と

なっている。180サブディビジョンのうち，105(58.3%)が1.0未

満であった。単独で循環圏を形成するポテンシャルを有するサブ

ディビジョンも存在するが，半数以上は供給過多になる可能性が

高いことが示唆された。 

その一方で需給比が 3.0 以上にもなるサブディビジョンも 38 
(21.1%)存在していることも明らかになった。供給過多のサブディ

ビジョンと供給不足のサブディビジョンは混在していること，対

象地域内の全てのサブディビジョンで生産・消費される堆肥の需

給バランスは1.465であったことから，サブディビジョン同士の

連携により，循環圏の構築が実現されうるポテンシャルはあるこ

とが示唆された。なお，この値は，バランガイ・ホーリースピリ

ットにおいて堆肥利用は生産の約４倍のポテンシャルがあるとし

た古谷ら 7)の値に比べて低い。その理由として，窒素施肥量を参

考としたことで1haあたりの堆肥受入量が少なく算定されている

こと，また古谷ら 7)はバランガイの全人口・空地で検証している

のに対して，本研究ではサブディビジョン内だけを対象としてい

るという違いがあるためと考えられる。 

次に，バランガイ毎にサブディビジョンが連携した場合の需給

バランスを表－3 に示す。7 カ所中４カ所で，需要が供給を下回

る可能性が高いことが示された。 

また，現状では，堆肥化処理はMRF が主に行っており，概ね

バランガイの中心に1カ所設置されているのみであり 15)，サブデ

ィビジョンによっては長距離輸送が必要になる可能性がある。

MRF までの距離を代替するものとして，各サブディビジョンと

バランガイの重心間距離を算定した。New Eraをのぞいた全ての

バランガイで，重心から各サブディビジョンまでの平均距離は

500m 以上であった。また，バランガイの重心から最も近いサブ

ディビジョンまでの距離となる最小距離ですら200mを超えてい

るバランガイは4カ所と半数以上であった（表－3）。 

東南アジアの都市で「抵抗無く歩ける距離」は 100～200m で

あるとの指摘もある 16）。これをふまえると，いずれのバランガイ

も車で回収することが必要になると考えられるが，車で回収する

場合，回収率が低減する 17）。以上を踏まえると，バランガイの中

心部に一カ所堆肥設備を設置するという現状の施策をふまえて検

討する場合，バランガイ毎にサブディビジョンが連携する場合で

も，現実的には，循環圏の構築につながらない可能性が高いと考

えられた。 

表－1 空地で栽培する作物と栽培面積割合，1haに推奨される窒素施肥量 

表－2 需給バランスランク別にみたサブディビジョン数 

ｻﾌﾞﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ数 ％ ｻﾌﾞﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ数 ％

10.0以上 11 6.1 16 8.9

3.0以上10.0未満 27 15.0 30 16.7

1.0以上3.0未満 37 20.6 47 26.1

0.5以上1.0未満 27 15.0 40 22.2

0.5未満 78 43.3 47 26.1

現状の推計 将来ポテンシャル

直販所における販売量（個/週） 栽培面積の比率(%) 推奨窒素施肥量（Nkg/ha・年） 窒素施肥量(Nkg/ha)

Tomato 63 22.4 239.7 53.7
Eggplant 38 13.5 239.7 32.4
Bittergourd 37 13.1 101.1 13.2
Stringbean 33 11.7 103.7 12.1
Kangkong 31 11.0 183.2 20.1
Okra 30 10.6 233.3 24.7
Patola 26 9.2 101.1 9.3
Sweet potato 24 8.5 233.3 19.8

小計 185.4

図－3 サブディビジョン別にみた需給バランス 

a. 現状の推計 b. 将来ポテンシャル 
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（２）将来ポテンシャル 

また現状で菜園利用されていないと想定される空地の農地利用

を推進した場合の需給バランスについても算定した結果，1.0 未

満のサブディビジョンは87（48.3%）と，多少は減少するものの，

半数近くのサブディビジョンが供給過多になる傾向が示された

（図－3b, 表－2）。需給バランスが低いサブディビジョンの多く

は，建物が密集した都市的土地利用が卓越している状況であり，

受入先となりうる空地自体が元々少ないことによると考えられる。

また，バランガイごとにサブディビジョンが連携した場合につい

ても，現状の推計で1.0を下回った4つのバランガイのうち2つ

は，依然として需要が供給を下回ることがわかった（表－3）。 

これらより，空地における農業を振興するといった都市農業施 

策の推進によって，需給バランスをある程度改善することは出来

るが，サブディビジョンを通じた地域循環圏の構築に向けては，

それだけでは十分な対策にならない可能性が高いと考えられた。 

 

４．まとめと今後の課題 

本研究では，フィリピンのマニラ首都圏を対象として，空地の

農的利用による環境負荷軽減にむけた循環システムの構築の可能

性と，実現に向けた方向性を，窒素を媒介とした需給バランスの

観点から，サブディビジョンとバランガイの二つの空間スケール

について考察した。解析の結果，各サブディビジョンの需給バラ

ンスについてみた場合，半数以上のサブディビジョンでは単独で

循環圏を構築しえない可能性が高いことが示された。また，同一

バランガイ内に属するサブディビジョン同士が連携する場合，現

状で展開されている堆肥設備の導入のような対策では，循環圏の

構築につながらない可能性があること，農業振興施策の展開によ

り空地の菜園利用を推進した場合でも，各サブディビジョン内や

バランガイ内のサブディビジョンの連携による地域循環圏の構築

には十分とはいえないことが示唆された。 

今回の調査では，地域循環圏の構築に向け，現状と可能性につ

いて定量的な面から把握を試みたが，生ゴミの回収や堆肥利用を

現実化するには，HOA や空地の所有者，空地における菜園利用

者の理解・協力を得ることが不可欠である。これらの各主体の社

会的関係も実現可能性に大きな影響を与えると想定され，住民・

土地所有者の意識調査や，各主体間の関係性など，さらなる社会

調査も必要であると考えられる。また，図－3にみられるように，

供給不足になるサブディビジョンと供給過多になるサブディビジ

ョンが，バランガイを超えて隣接している箇所も存在しており，

循環圏構築に向けてはバランガイを超えた連携を視野も入れるこ

とも可能と考えられる。バランガイを超えた取り組みをした場合，

どの程度需給バランスやアクセス性が向上するかについての定量

的把握も，今後期待される。 
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表－3 バランガイ別にサブディビジョンが連携した場合の需給バランス，並びに，サブディビジョンとバランガイの重心間距離 

人口 ｻﾌﾞﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ数
(千人) 現状の推計 将来ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 平均(m) 最大(m) 最小(m)

Culiat 49.6 28 0.819 1.241 644.7 1220.3 31.6
Fairview 30.3 6 2.845 4.014 677.8 1264.5 159.0
Holy Spirit 89.5 8 0.915 1.203 717.8 1151.7 266.6
New Era 5.5 3 1.126 1.417 355.9 505.4 259.1
New Era (Constitution Hills) 109.7 3 0.203 0.307 582.0 760.7 302.8
Pasong Tamo 64.7 4 2.402 3.114 517.3 679.7 347.1
Santa Lucia 18.7 36 0.358 0.936 1028.4 1788.3 167.9

需給バランス 距離
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